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2024 年 7 月 1 日 

 

トリコラボは、地方企業の人材不足について現状を把握し、効果的な事例・成果に繋が

るヒントを導くために自治体へアンケート調査を行いました。 

 

【 調査結果の概要 】 

〇「農林水産業」と「製造業」は多くの自治体にとっての中心産業であると同時に、多く

の自治体が人材不足を感じている産業分野でもある。（３～４ページ） 

地域産業の人材が不足している産業分野については「農林水産業」が 74.6%で最も多い

回答でした。続いて「製造業」が 65.7%でした。各自治体の中心産業となる分野は、「農

林水産業」が 67.2%、「製造業」が 55.2%でした。 

〇現在、人材不足に対して最も多くの自治体が取り組んでいる取組みは「企業の採用活動

の補助」「地元求職者とのマッチング」、最も多くの自治体が効果を感じている取組みは

「企業の採用活動の補助」である。「若者人口の流出抑制」について今後取組みたいと回

答した自治体が最も多かった。（５～８ページ） 

〇外国人人材の活用について 76.1%の自治体が「良い人材がいれば活用したい」（９ペー

ジ） 

 「外国人人材を活用するうえで課題となっていること、なりそうなこと」として、

83.6%の自治体が「コミュニケーションの問題」と回答しました。 

〇女性人材の活用について 50.7%の自治体が「良い人材がいれば活用したい」（１０ペー

ジ） 

 「女性人材を活用するうえで課題となっていること、なりそうなこと」として、56.7%

の自治体が「子育てなどで就労時間と場所に制限がある」と回答しました。 

〇地元企業のデジタル化よる業務効率化を推進することについて 41.8%の自治体が「希望

する企業があれば推進したい」（１１～１２ページ） 

 「地元企業のデジタル化よる業務効率化を推進するうえで課題となっていること、なり

そうなこと」として、71.6%の自治体が「デジタル化にかかる高いコスト」と回答しまし

た。 

〇若者人口の流出抑制について 77.6%の自治体が「Uターン移住の推進」（１２ページ） 

 「若者人口の流出を減らすために取り組んでいること‧取り組みたいと考えていること」

として、77.6%の自治体が「Uターン移住の推進」と回答しました。 

〇サテライトオフィス誘致の課題について 40.3%の自治体が「企業側のニーズがわからな

い」（１３ページ） 

「サテライトオフィス誘致の課題」について、40.3%の自治体が「企業側のニーズがわ

からない」と回答しました。 
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【 調査概要 】 

１． 調査期間：～2023 年 10 月 20 日 

２． 調査方法：自治体へのアンケート調査 

３． 調査対象：自治体(有効回答数 134) 

 

 

【 目次 】 

1. 各自治体の人材不足と中心産業について(３～４ページ) 

1a.地域産業の人材が不足していると感じる産業分野はどこですか？ 

1b.貴自治体での中心産業となる分野はどこですか？ 

2. 人材不足に対する各自治体の取り組み(５～８ページ) 

2a.地域産業の人材不足に対してどのような取組みを行っていますか？ 

2b.効果があったと感じている取組みはどれですか？ 

2c.今後取り組みたいと考えているものはどれですか？ 

3. 外国人人材の活用について(９ページ) 

3a.外国人を活用することに対してどのような考えかお聞かせください 

3b.外国人人材を活用するうえで課題となっていること、課題となりそうなことはどれ

ですか？ 

4. 女性人材の活用について(１０ページ) 

4a.女性人材を活用することに対してどのような考えかをお聞かせください 

4b.女性人材を活用するうえで課題となっていること、課題となりそうなことはどれで

すか？ 

5. 地元企業のデジタル化よる業務効率化を推進することについて(１１～１２ペー

ジ) 

5a.地元企業のデジタル化による業務効率化を推進することに対してどのような考えか

お聞かせください 

5b.地元企業のデジタル化による業務効率化を推進するうえで課題となっていること、

課題となりそうなことはどれですか？  

6. 若者人口の流出について(１２ページ) 

若者人口の流出を減らすために取り組んでいること‧取り組みたいと考えていること

をお教えください 

7. サテライトオフィス誘致について課題と感じていることをお教えください(１３ペ

ージ) 

8. 地域産業の人材不足に対して取り組む様々な事例について話が聞けるセミナー等

があれば参加したいですか？(１４ページ) 

 



3 

 

【 調査結果 】 

 

1. 各自治体の人材不足と中心産業 

■地域産業の人材が不足していると感じる産業分野はどこですか？ 

最も多かった回答は「農林水産業」で 74.6%でした。続いて「製造業」65.7%、「介

護看護業」が 61.2%でした。「金融保険不動産業」(9.0%)、「卸売業」(4.5%)は、10%

未満の回答率でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14.9

4.5

9.0

13.4

29.9

35.8

38.8

44.8

61.2

65.7

74.6

その他サービス業

卸売業

金融保険不動産業

情報通信・情報サービス業

小売業

宿泊業

飲食業

運輸業

介護看護業

製造業

農林水産業

1a.地域産業の人材が不足していると感じる産業分野はどこですか？(％)
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■貴自治体での中心産業となる分野はどこですか？ 

 最も多かった回答は「農林水産業」で 67.2%でした。次が「製造業」の 55.2%で、

以下の回答数とは大きな差がありました。特に「金融保険不動産業」「情報通信・情報

サービス業」は 0.0%でした。 

 

 

1a と 1b の結果から、「農林水産業」と「製造業」は多くの自治体にとって中心産業

であると同時に、人材不足を感じる産業分野でもあることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.0

0.0

0.0

4.5

6.0

9.0

10.4

11.9

19.4

55.2

67.2

その他サービス業

情報通信・情報サービス業

金融保険不動産業

卸売業

運輸業

介護看護業

飲食業

小売業

宿泊業

製造業

農林水産業

1b.貴自治体での中心産業となる分野はどこですか？(％)
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2. 人材不足に対する各自治体の取り組み 

■地域産業の人材不足に対してどのような取組みを行っていますか？ 

多かった回答は「地元離職者とのマッチング」と「企業の採用活動の補助」で、ど

ちらも 38.8%でした。「若者人口の流出抑制」(29.9%)、「外国人人材の活用」

(28.4%)、「高齢者人材の活用」(25.4%)と続きました。「女性人材の活用」は 14.9%、

「地元企業のデジタル化による業務効率化」は 9.0%でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.5

6.0

7.5

9.0

14.9

25.4

28.4

29.9

38.8

38.8

その他

都市部の複業人材の活用促進

就業体験をセットにしたお試し移住

地元企業のデジタル化による業務効率化

女性人材の活用

高齢者人材の活用

外国人人材の活用

若者人口の流出抑制

企業の採用活動の補助

地元求職者とのマッチング

2a.地域産業の人材不足に対してどのような取り組みを行っていますか?(％)
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■効果があったと感じている取組みはどれですか？ 

効果があったと感じている取り組みは「企業の採用活動の補助」が 34.3%で最も多

い回答でした。「地元求職者とのマッチング」(26.9%)、「外国人人材の活用」(16.4%)

と続き、「高齢者人材の活用」「女性人材の活用」が 10.4%で並びました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.0

1.5

3.0

4.5

9.0

10.4

10.4

16.4

26.9

34.3

その他

都市部の複業人材の活用促進

地元企業のデジタル化による業務効率化

就業体験をセットにしたお試し移住

若者人口の流出抑制

女性人材の活用

高齢者人材の活用

外国人人材の活用

地元求職者とのマッチング

企業の採用活動の補助

2b.効果があったと感じている取り組みはどれですか？(％)
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■今後取り組みたいと考えているものはどれですか？ 

「今後取組みたいと考えているもの」として 46.3%の自治体が「若者人口の流出抑

制」と答えました。次に「地元求職者とのマッチング」が 31.3%、「地元企業のデジタ

ル化による業務効率化」が 22.4%でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.0

10.4

11.9

13.4

14.9

17.9

19.4

22.4

31.3

46.3

その他

就業体験をセットにしたお試し移住

都市部の複業人材の活用促進

外国人人材の活用

高齢者人材の活用

女性人材の活用

企業の採用活動の補助

地元企業のデジタル化による業務効率化

地元求職者とのマッチング

若者人口の流出抑制

2c.今後取組みたいと考えているものはどれですか？(％)
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 2a.地域産業の人材不足に

対してどのような取組み

を行っていますか？(%) 

2b.効果があったと感じて

いる取組みはどれです

か？(%) 

2c.今後取り組みたいと考

えているものはどれです

か？(%) 

女性人材の活用 14.9 10.4 17.9 

高齢者人材の活用 25.4 10.4 14.9 

外国人人材の活用  28.4 16.4 13.4 

企業の採用活動の補助 38.8 34.3 19.4 

地元求職者との 

マッチング 
38.8 26.9 31.3 

若者人口の流出抑制 29.9 9.0 46.3 

都市部の複業人材の 

活用促進 
6.0 1.5 11.9 

就業体験をセットにした  

お試し移住 
7.5 4.5 10.4 

地元企業のデジタル化 

による業務効率化 
9.0 3.0 22.4 

その他 7.5 6.0 6.0 

すでに多くの自治体が「企業の採用活動の補助」と「地元求職者とのマッチング」

に取り組み、「企業の採用活動の補助」に効果を感じていることがわかります。「若者

人口の流出抑制」は 29.9%の自治体が取り組みましたが、9.0%の自治体しか効果は感

じられませんでした。しかし、46.3%の自治体が今後取組みたいと考えています。「地

元企業のデジタル化による業務効率化」は現在取り組んでいる自治体は 9.0％だけです

が、今後 22.4%の自治体が取り組みたいと回答しています。 

 

 

 

 

 

3. 外国人人材の活用について 

「外国人を活用することに対してどのようなお考えかお聞かせください」という質

問に対し、76.1%の自治体が「良い人材がいれば活用したい」と答えました。「是非活

用したい」の回答は 10.4%、「できるだけ活用したくない」は 4.5%でした。(3a) 

「外国人人材を活用するうえで課題となっていること、なりそうなこと」として最

多の回答は「コミュニケーションの問題」で、83.6%の自治体があげていました。以下
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の回答数とは大きな差があり、「外国人の文化に対応が難しい」は 32.8%、「人材の定

着率が不安」は 23.9%の回答でした。(3b) 

 

 

 

 

4. 女性人材の活用について 

「女性人材を活用することに対してどのような考えかをお聞かせください」という

質問に対し、「良い人材がいれば活用したい」と回答した自治体は 50.7%でした。「是

非活用したい」のは 38.8%、「できるだけ活用したくない」は 0.0%でした。(4a) 

「女性人材を活用するうえで課題となっていること、なりそうなこと」として「子

育てなどで就労時間と場所に制限がある」をあげていた自治体は 56.7%でした。「企業

4.5

10.4

76.1

できるだけ活用したい

是非活用したい

良い人材がいれば活用したい

3a.外国人を活用することに対してどのようなお考えかお聞かせください。(％)

4.5

6.0

7.5

10.4

22.4

22.4

23.9

31.3

32.8

83.6

その他

日本人の人材で対応できている

募集の手続きや採用方法がわからない

在留資格の手続きがわからない

地域の事業者の理解を得にくい

就労期間が限定されてしまう

住まいや生活に関する支援が難しい

人材の定着率が不安

外国人の文化に対応が難しい

コミュニケーションの問題

3b.外国人人材を活用するうえで課題となっていること、課題となりそうなことは

どれですか？(％)
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が雇いたい職種と女性が働きたい職種がマッチしない」は 41.8%、「地域内に仕事がな

い」は 14.9%でした。(4b) 

 

 

5. 地元企業のデジタル化よる業務効率化を推進することについて 

「地元企業のデジタル化による業務効率化を推進することに対してどのような考え

かお聞かせください」という質問に対し、「希望する企業があれば推進したい」と回答

した自治体は 41.8%でした。「是非推進したい」のは 28.4%、「行政から推進すること

は考えていない」は 22.4%でした。(5a) 

「地元企業のデジタル化による業務効率化を推進するうえで課題となっているこ

0.0

38.8

50.7

できるだけ活用したくない

是非活用したい

良い人材がいれば活用したい

4a.女性人材を活用することに対してどのような考えかをお聞かせください。(％)
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と、課題となりそうなこと」として「デジタル化にかかる高いコスト」が最も多く、

71.6%の回答がありました。「行政側のデジタル人材不足」は 50.7%、「アナログで行

われていた従来取引からの移行」と「地元企業側の ITリテラシー不足」は 47.8%の回

答でした。(5b) 

 

 

 

 

6. 若者人口の流出について 

 「若者人口の流出を減らすために取り組んでいること‧取り組みたいと考えているこ

22.4

28.4

41.8

行政から推進することは考えていない

是非推進したい

希望する企業があれば推進したい

5a.地元企業のデジタル化による業務効率化を推進することに対して

どのような考えかお聞かせください(％)
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と」は「Uターン移住の推進」と回答した自治体が最も多く 77.6%でした。「地元の学

校教育との連携」は 43.3%、「地元企業の認知度向上」は 41.8%の回答でした。 

 

 

7. サテライトオフィス誘致について課題と感じていることをお教えください 

 「サテライトオフィス誘致の課題」については「企業側のニーズがわからない」と

いう回答が最も多く、40.3%でした。次に 37.3%で「企業とマッチングできない」、

26.9%で「どのように取り組めばよいか分からない」という結果でした。 

 

1.5

25.4

26.9

34.3

41.8

43.3

77.6

その他

中小規模のサテライトオフィス誘致

若者コミュニティーの構築

大規模な工場等の企業誘致

地元企業の認知度向上

地元の学校教育との連携

Uターン移住の推進

6.若者人口の流出を減らすために

取り組んでいること‧取り組みたいと考えていることをお教えください(％)
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8. 地域産業の人材不足に対して取り組む様々な事例について話が聞けるセミナー等があ

れば参加したいですか？ 

 「地域産業の人材不足に対して取り組む様々な事例について話が聞けるセミナー等

があれば参加したいですか？」という質問に対して、50.7%の自治体が「はい」、

41.8%の自治体が「いいえ」と回答しました。 

3.0

4.5

13.4

20.9

26.9

37.3

40.3

雇用が生まれない

企業が定着しない

サテライトオフィス誘致は考えていない

コワーキングスペースなどの施設がないため

取り組むことができない

どのように取り組めばよいか分からない

企業とマッチングできない

企業側のニーズが分からない

7.サテライトオフィス誘致について課題と感じていることをお教えください(％)
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41.8

50.7

いいえ

はい

8.地域産業の人材不足に対して取り組む様々な事例について

話が聞けるセミナー等があれば参加したいですか？(％)


